
施設定期評価報告書（STACY 施設） 第 3 回（その１ 高経年化に関する評価） 新旧対照表 

1 

修 正 前 修 正 後 備 考 

 

 

 

 

 

 

施 設 定 期 評 価 報 告 書 

（ Ｓ Ｔ Ａ Ｃ Ｙ 施 設 ） 

 

第３回 

（その１ 高経年化に関する評価） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年３月 

 

原子力科学研究所 

臨界ホット試験技術部 

工務技術部 

放射線管理部 

 

 

 

 

 

 

施 設 定 期 評 価 報 告 書 

（ Ｓ Ｔ Ａ Ｃ Ｙ 施 設 ） 

 

第３回 

（その１ 高経年化に関する評価） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年７月 

 

原子力科学研究所 

臨界ホット試験技術部 

工務技術部 

放射線管理部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報告時期の変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

CRITECH1
テキストボックス
資料２令和５年７月26日



施設定期評価報告書（STACY 施設） 第 3 回（その１ 高経年化に関する評価） 新旧対照表 

2 

修 正 前 修 正 後 備 考 

目   次 

 

１．ＳＴＡＣＹの概要 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・1 

1.1 原子炉設置変更許可・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・1 

1.2 原子炉施設の概要・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・3 

1.3 ＳＴＡＣＹの運転実績・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・26 

 

２．高経年化に関する評価 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・30 

2.1 保守点検の実績評価 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・30 

2.2 設備機器の経年変化に関する評価 ・・・・・・・・・・・・・・・・54 

 

３．今後の高経年化対策 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・56 

3.1 保守点検及び経年変化に関する評価結果 ・・・・・・・・・・・・・56 

3.2 長期施設管理方針 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・56 

 

４．まとめ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・57 

 
５．参考文献 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・58 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目   次 

 

１．ＳＴＡＣＹの概要・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・1 

1.1 原子炉設置変更許可・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・1 

1.2 原子炉施設の概要・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・3 

1.3 ＳＴＡＣＹの運転実績・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・26 

 

２．高経年化に関する評価・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・30 

2.1 保全活動の実績評価・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・31 

2.2 設備機器の経年変化に関する評価・・・・・・・・・・・・・・・・・46 

 

３．今後の高経年化対策・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・48 

3.1 保全活動及び経年変化に関する評価結果・・・・・・・・・・・・・・48 

3.2 長期施設管理方針・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・48 

 

４．まとめ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・49 

 

５．参考文献・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・50 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価実施計画改定

に伴う記載の適正

化 

頁番号の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



施設定期評価報告書（STACY 施設） 第 3 回（その１ 高経年化に関する評価） 新旧対照表 

3 

修 正 前 修 正 後 備 考 

１．ＳＴＡＣＹの概要 

1.1 原子炉設置変更許可の経緯 ～ 1.3 ＳＴＡＣＹの運転実績（省略） 

 

第 1.3-1表 運転開始から 2022年度までの運転実績（その１） ～ 第 1.3-1表 運転

開始から 2022 年度までの運転実績（その３）（省略） 

 

２．高経年化に関する評価  

今後のＳＴＡＣＹの安全確保のための長期施設管理方針に反映するため、安全機能を

有する構築物、系統及び機器について、定期的な検査等の保全活動の妥当性を評価する。

ただし、ＳＴＡＣＹ更新に係る改造工事等で新設された設備機器は評価対象外とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表2.1に評価対象機器及び経年変化事象を示す。 

 

 

ＳＴＡＣＹでは、原子炉施設の健全性維持のため、経年変化に対する対策が実施され

ている。原子炉施設の安全は、定期的な検査等で行っている経年変化による寿命を考慮

した交換、更新等により確保されている。 

「2.1 保守点検の実績評価」においては、保守点検の実績評価として、構築物、系統

及び機器に対して実施した保守・点検の内容や補修・交換について、点検記録、検査記

録、作業記録等を調査し、現状の保全内容が適切なものであることを確認する。 

 

１．ＳＴＡＣＹの概要 

1.1 原子炉設置変更許可の経緯 ～ 1.3 ＳＴＡＣＹの運転実績（変更なし） 

 

第 1.3-1表 運転開始から 2022年度までの運転実績（その１） ～ 第 1.3-1表 運転

開始から 2022年度までの運転実績（その３）（変更なし） 

 

２．高経年化に関する評価  

今後のＳＴＡＣＹの安全確保のための長期施設管理方針に反映するため、安全機能を

有する構築物、系統及び機器＊について、定期的な検査等の保全活動の妥当性を評価する。 

評価は「原子力科学研究所原子炉施設保安規定」（以下「保安規定」という。）及び「原

子力科学研究所原子炉施設及び核燃料物質使用施設等品質マネジメント計画書」（以下

「品質マネジメント計画書」という。）に基づく組織により、保安規定（第１編総則 第

７章 原子炉施設の定期的な評価）に基づく「施設定期評価実施計画」を策定した上で実

施する。 

「施設定期評価実施計画」は、品質マネジメントシステムに定める組織により評価方

法の妥当性を確認する。本評価の結果を取りまとめた「施設定期評価報告書」について

も品質マネジメント計画書に定める組織により評価結果の妥当性を確認する。品質マネ

ジメント計画書に定める組織図を第2.1図に、ＳＴＡＣＹの高経年化に関する評価の実施

体制を第2.2図に示す。また、高経年化に関する評価に係る関連文書は、以下の品質マネ

ジメントシステム文書のとおり。 

・「中央安全審査・品質保証委員会の運営について」 

・「原子炉施設等安全審査委員会規則」 

 

＊：STACYの設備は安全機能の重要度分類クラス2及び3に分類される。これらのうち 、

本評価ではクラス2の設備を対象とする。ただし、クラス3の設備のうち、クラス2を支

持する建家及び炉室(S)も対象とする 。 

 STACY更新に係る改造工事等で新設された機器は、保安規定に基づく保守管理におい

て、消耗品等を含めた定期的な劣化状況確認、予防保全を実施する。また、使用履歴

を管理し、次回以降の評価に反映する。以下同じ。 

 

高経年化に関する技術評価フローを第2.3図に示す。安全機能を有する構築物、系統及

び機器＊とそれらの経年変化事象を第2.1表に、保全活動に関する評価対象機器等の部位

毎の経年変化事象を第2.2表に示す。 

 

ＳＴＡＣＹでは、原子炉施設の健全性維持のため、経年変化に対する対策が実施され

ている。原子炉施設の安全は、定期的な検査等で行っている経年変化による寿命を考慮

した交換、更新等により確保されている。 

「2.1 保全活動の実績評価」においては、保全活動の実績評価として、安全機能を有

する構築物、系統及び機器＊に対して実施した保守・点検の内容や補修・交換について、

点検記録、検査記録、作業記録等を調査し、現状の保全内容が適切なものであることを

確認する。 
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修 正 前 修 正 後 備 考 

「2.2 設備機器の経年変化に関する評価」においては、安全機能を有する構築物、系

統及び機器のうち、補修、取替えが容易でないものについて、構造、使用材料、使用条

件等を考慮して抽出した経年変化事象に対して実施した保守点検の実績等を考慮し、10

年後の経年変化による健全性評価を実施する。 

評価対象期間は初回の使用前検査に合格して施設の供用を開始した1995年5月から、

2022年9月までとする。 

 

 

2.1 保守点検の実績評価 

安全機能を有する構築物、系統及び機器について、設備機器の機能維持のため、定期

的な検査等の保全活動において行われてきた保守、点検、交換等の実績調査を行うとと

もに、経年変化の事象（中性子照射脆化、腐食、摩耗等）について調査分析し、現状の

保全内容の妥当性を評価する。 

保守点検の実績評価では、定期的に行う検査等の保全活動の妥当性及び長期的観点に

おける機器の健全性について評価するとともに、安全機能を有する構築物、系統及び機

器で考えられる経年変化事象を調査分析し、その結果に基づいて調査対象期間に行った

保守点検と保全活動の妥当性を評価した。 

以下に各構築物、系統及び機器に対する中性子照射脆化、腐食、磨耗、絶縁劣化及び

その他の各経年変化事象を考慮した現状の保全内容の調査結果及び評価を示す。 

 

2.1.1 経年変化事象の抽出 

1) 調査方法 

各々の安全機能を有する構築物、系統及び機器について以下の調査を実施し、設計上

の観点から、構造、使用材料・使用条件等を考慮し、経年変化事象を抽出する。 

①設計上考慮している経年変化事象 

②最近の知見で得られている経年変化事象 

③過去、国内外で発生した事故、故障の原因となった経年変化事象 

 

2) 調査結果 

評価対象機器である安全機能を有する構築物、系統及び機器で考えられる経年変化事

象を抽出した。 

①設計上考慮している経年変化事象 

ＳＴＡＣＹの構築物、系統及び機器について、設計上の観点から、構造、使用材料・

使用条件等を考慮し、以下の経年変化事象を抽出した。 

 

 

 

 

 

 

 

「2.2 設備機器の経年変化に関する評価」においては、安全機能を有する構築物、系

統及び機器＊のうち、補修、取替えによる経年劣化対策が容易でないものについて、構造、

使用材料、使用条件等を考慮して抽出した経年変化事象に対して実施した保全活動の実

績等を考慮し、10年後の経年変化による健全性評価を実施する。 

評価対象期間は初回の使用前検査に合格して施設の供用を開始した1995年5月から、

2022年9月までとする。 

 

2.1 保全活動の実績評価 

安全機能を有する構築物、系統及び機器＊について、設備機器の機能維持のため、定期

的な検査等の保全活動において行われてきた保守、点検、交換等の実績調査を行うとと

もに、経年変化の事象（中性子照射脆化、腐食、摩耗等）について調査分析し、現状の

保全内容の妥当性を評価する。 

保全活動の実績評価では、定期的に行う検査等の保全活動の妥当性及び長期的観点に

おける機器の健全性について評価するとともに、安全機能を有する構築物、系統及び機

器＊で考えられる経年変化事象を調査分析し、その結果に基づいて調査対象期間に行った

保全活動の妥当性を評価した。 

以下に各構築物、系統及び機器に対する中性子照射脆化、腐食、磨耗、絶縁劣化及び

その他の各経年変化事象を考慮した現状の保全内容の調査結果及び評価を示す。 

 

2.1.1 経年変化事象の抽出 

1) 調査方法 

各々の安全機能を有する構築物、系統及び機器＊について以下の調査を実施し、設計上

の観点から、構造、使用材料・使用条件等を考慮し、経年変化事象を抽出する。 

①設計上考慮している経年変化事象 

②最近の知見で得られている経年変化事象 

③過去、国内外で発生した事故、故障の原因となった経年変化事象 

 

2) 調査結果 

評価対象機器である安全機能を有する構築物、系統及び機器で考えられる経年変化事

象を抽出した。 

①設計上考慮している経年変化事象 

ＳＴＡＣＹの構築物、系統及び機器について、設計上の観点から、構造、使用材料・

使用条件等を考慮し、以下の経年変化事象を抽出した。 

事象の抽出に当たっては、試験研究用等原子炉施設の定期的な評価に関する運用ガ

イド、従前の定期的な評価に係る文部科学省事務連絡文書に記載された事象、実用発

電用原子炉施設における高経年化対策実施ガイド、原子力発電所の高経年化対策実施

基準（９）等を参考にした。ＳＴＡＣＹの設備機器は常温～最大水温70℃、大気圧で使用

することから、高温・高圧の環境がなく、変形、熱時効の考慮は不要である。また、

評価対象機器は水との接触等の環境因子がないことから、応力腐食割れの考慮は不要

である。さらに、振動を伴う動的な評価対象機器がないため、摩耗の考慮は不要であ

る。 
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イ．金属材料 

中性子照射脆化、腐食、変形 

ロ．電気機器、計器類 

電気部品の劣化、ケーブルの劣化 

ハ．鉄筋コンクリート 

コンクリートの劣化、鉄筋の劣化 

ニ．振動を伴う機器 

部品の劣化及び摩耗 

  ホ．グローブボックス 

  変形、部品の劣化 

 

②最近の知見で得られている経年変化事象 

最近の知見で得られている経年変化事象を調査した結果を以下に示す。 

2020年３月31日改正、原子力規制委員会「実用発電用原子炉施設における高経年化

対策実施ガイド」によると、以下に示す経年変化事象が示されている。 

・ 低サイクル疲労 

・ 中性子照射脆化 

・ 照射誘起型応力腐食割れ 

・ ２相ステンレス鋼の熱時効 

・ 電気・計装品の絶縁低下 

・ コンクリートの強度低下及び遮蔽能力低下 

「低サイクル疲労」は、温度、圧力及び流量変化により、機器の構造不連続部等に

局所的に大きな応力変動が生じ、それが繰り返された場合に疲労割れの発生に至る可

能性がある事象である。本評価の対象設備については、運転に伴う温度、圧力及び流

量に大きな変化はなく、低サイクル疲労が発生するような環境下にはないと考えられ

る。ただし、改造工事で新設する給排水配管（今回の高経年化に関する評価の対象外）

については、給排水に伴う圧力及び流量の変化があるため、保守点検における外観確

認等により健全性を維持する。 

「中性子照射脆化」は、中性子の照射により、金属が脆化する現象である。脆化の

兆候が確認されるしきい照射量は金属（炭素鋼）が1018 n/cm2程度（１）であるのに対して、

ＳＴＡＣＹのこれまでの全運転による中性子照射量は、「2.2 設備機器の経年変化に

関する評価」に示すとおり、保守的な評価をしても7.2×1014 n/cm2 であり、しきい照

射量と比して十分小さいことから、中性子照射脆化のおそれがないことを確認した。 

「照射誘起型応力腐食割れ」は、材料因子としてステンレス鋼が受ける中性子照射量

が 1021 n/cm2 程度（２）（３）を超え、環境因子としての高温高圧水及び応力因子として溶

接残留応力が重畳すると、割れが生じる現象である。前述の「中性子照射脆化」で示

したとおり、ＳＴＡＣＹのこれまでの全運転による中性子照射量の積算値は、炉心内

であっても 7.2×1014 n/cm2 程度であり、上記のしきい照射量と比して十分小さい。ま

た、ＳＴＡＣＹでは高温高圧水を使用しないことから、照射誘起型応力腐食割れが発

生するような環境にはないと考えられる。 

  「２相ステンレス鋼の熱時効」は、２相ステンレス鋼はオーステナイト相中に一部

イ．金属材料 

腐食 

ロ．電気機器、計器類 

腐食、電気部品及びケーブルの劣化（中性子照射による劣化を含む。） 

ハ．鉄筋コンクリート 

コンクリート及び鉄筋の劣化、中性子照射による劣化、腐食 

（削る） 

 

（削る） 

 

 

②最近の知見で得られている経年変化事象 

最近の知見で得られている経年変化事象を調査した結果を以下に示す。 

2020年３月31日改正、原子力規制委員会「実用発電用原子炉施設における高経年化

対策実施ガイド」によると、以下に示す経年変化事象が示されている。 

・ 低サイクル疲労 

・ 中性子照射脆化 

・ 照射誘起型応力腐食割れ 

・ ２相ステンレス鋼の熱時効 

・ 電気・計装品の絶縁低下 

・ コンクリートの強度低下及び遮蔽能力低下 

「低サイクル疲労」は、温度、圧力及び流量変化により、機器の構造不連続部等に

局所的に大きな応力変動が生じ、それが繰り返された場合に疲労割れの発生に至る可

能性がある事象である。本評価の対象設備については、運転に伴う温度、圧力及び流

量に大きな変化はなく、降伏点を超える応力は発生しないことから、低サイクル疲労

が発生するような環境下にはない。ただし、改造工事で新設する給排水配管（今回の

高経年化に関する評価の対象外）については、給排水に伴う圧力及び流量の変化があ

るため、保守点検における外観確認等により健全性を維持する。 

「中性子照射脆化」は、中性子の照射により、金属が脆化する現象である。脆化の

兆候が確認されるしきい照射量は金属（炭素鋼）が1018 n/cm2程度（１）であるのに対して、

ＳＴＡＣＹのこれまでの全運転による中性子照射量は、「2.2 設備機器の経年変化に

関する評価」に示すとおり、保守的な評価をしても7.2×1014 n/cm2 であり、しきい照

射量と比して十分小さいことから、中性子照射脆化のおそれがないことを確認した。 

「照射誘起型応力腐食割れ」は、材料因子としてステンレス鋼が受ける中性子照射量

が 1021 n/cm2 程度（２）（３）を超え、環境因子としての高温高圧水及び応力因子として溶

接残留応力が重畳すると、割れが生じる現象である。前述の「中性子照射脆化」で示

したとおり、ＳＴＡＣＹのこれまでの全運転による中性子照射量の積算値は、炉心内

であっても 7.2×1014 n/cm2 程度であり、上記のしきい照射量と比して十分小さい。ま

た、ＳＴＡＣＹでは高温高圧水を使用しないことから、照射誘起型応力腐食割れが発

生するような環境にはない。 

 「２相ステンレス鋼の熱時効」は、２相ステンレス鋼はオーステナイト相中に一部
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修 正 前 修 正 後 備 考 

フェライト相を含む２相組織であるため、高温で加熱されると時間とともにフェライ

ト相内でより安定な組織形態へ移行しようとし、相分離が起こり、靱性が低下する可

能性がある事象である。ＳＴＡＣＹの安全機能を有する構築物、系統及び機器では、

２相ステンレス鋼を使用しておらず、高温になる環境下にもないことから、２相ステ

ンレス鋼の熱時効が発生することはない。 

「電気・計装品の絶縁低下」は、分電盤、負荷及びケーブルについて定期的な点検

を行い、絶縁抵抗測定を測定することにより、絶縁低下がなく、健全性が維持されて

いることを確認している。今後も継続的に点検を行い、健全性を維持する。 

「コンクリートの強度低下及び遮蔽能力低下」は、2016年に実施した耐震改修設計

に係る建家の調査において、コンクリートに劣化がなく、十分な強度を有しているこ

とを確認しており、竣工当時の強度及び遮蔽能力が維持されていると判断した。今後

も継続的に劣化の状況を調査し、健全性を維持する。また、中性子照射によりコンク

リートの劣化の兆候が確認されるしきい照射量が1019 n/cm2程度（４）であるのに対して、

ＳＴＡＣＹのこれまでの全運転による中性子照射量は、「2.2 設備機器の経年変化に

関する評価」に示すとおり、保守的な評価をしても7.2×1014 n/cm2 であり、しきい照

射量と比して十分小さいことから、中性子照射によるコンクリートの劣化のおそれは

なく、コンクリートの強度及び遮蔽能力が維持されることを確認した。 

 

 

 

③過去、国内外で発生した事故、故障の原因となった経年変化事象 

評価対象設備機器について、構造、使用材料・使用条件等を考慮し、過去に国内外で

発生した事故、故障の原因となった経年変化事象を調査した。調査は原子力施設情報公

開ライブラリーに登録されている事例について実施した。調査の結果、評価対象設備機

器の評価に係る経年変化事象はなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

2.1.2保守点検の実績調査 

1) 調査方法 

評価対象設備機器について、1995年5月から2022年9月までに実施した保守、点検、補

修、交換等の保守実績を調査し、保全内容が適切なものであるか評価する。 

 

2) 調査結果 

イ．計測制御系統施設 

(1)核計装設備 

核計装設備は、ＳＴＡＣＹの運転停止状態から最大熱出力までの中性子束を連続して

フェライト相を含む２相組織であるため、高温で加熱されると時間とともにフェライ

ト相内でより安定な組織形態へ移行しようとし、相分離が起こり、靱性が低下する可

能性がある事象である。ＳＴＡＣＹの安全機能を有する構築物、系統及び機器＊では、

２相ステンレス鋼を使用しておらず、高温になる環境下にもないことから、２相ステ

ンレス鋼の熱時効が発生することはない。 

「電気・計装品の絶縁低下」は、分電盤、負荷及びケーブルについて定期的な点検

を行い、絶縁抵抗測定を測定することにより、絶縁低下がなく、健全性が維持されて

いることを確認している。今後も継続的に点検を行い、健全性を維持する。 

「コンクリートの強度低下及び遮蔽能力低下」は、2016年に実施した耐震改修設計

に係る建家の調査において、コンクリートに劣化がなく、十分な強度を有しているこ

とを確認しており、竣工当時の強度が維持されていると判断した。今後も継続的に劣

化の状況を調査し、健全性を維持する。また、中性子照射によりコンクリートの劣化

の兆候が確認されるしきい照射量が1019 n/cm2程度（４）であるのに対して、ＳＴＡＣＹの

これまでの全運転による中性子照射量は、「2.2 設備機器の経年変化に関する評価」

に示すとおり、保守的な評価をしても7.2×1014 n/cm2 であり、しきい照射量と比して

十分小さいことから、中性子照射によるコンクリートの劣化のおそれはなく、コンク

リートの強度及び遮蔽能力が維持されることを確認した。なお、ＳＴＡＣＹのコンク

リートは中性子の遮蔽能力に影響する温度制限値(88℃）(10)以下で使用することから、

熱による遮蔽能力の低下のおそれはない。 

 

③過去、国内外で発生した事故、故障の原因となった経年変化事象 

評価対象設備機器について、構造、使用材料・使用条件等を考慮し、過去に国内外で

発生した事故、故障の原因となった経年変化事象を調査した。調査は原子力施設情報公

開ライブラリーに登録されている事例からＳＴＡＣＹの評価対象設備機器に類似する設

備機器に関する事例を抽出し、その内容について確認した。調査の結果、抽出された事

例はＳＴＡＣＹと異なる使用環境における事象又は施工不良等、経年劣化以外の原因に

よるものであり、本評価に反映すべき経年変化事象がないことを確認した。 

・事象調査例：泊発電所３号機非常用ディーゼル発電機 B号機制御盤内リレー端子接

続不良（報告書番号 2018-北海道-M001）、美浜発電所 1号機原子炉格納容器内Ｂル

ープ室壁面からの僅かな水のにじみについて（報告書番号 2007-関西-M001）、島根

原子力発電所２号機 中性子源領域計装の動作不能（2011-中国-M002 Rev.3） 

 

2.1.2保全活動の実績調査 

1) 調査方法 

評価対象設備機器について、1995年5月から2022年9月までに実施した保守、点検、補

修、交換等の保守実績を調査し、保全内容が適切なものであるか評価する。 

 

2) 調査結果 

イ．計測制御系統施設 

(1)核計装設備（安全保護系） 

核計装設備は、ＳＴＡＣＹの運転停止状態から最大熱出力までの中性子束を連続して
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修 正 前 修 正 後 備 考 

計測し、運転制御及び安全保護動作に必要な情報を得るための設備であり、起動系２系

統、運転系線型出力系２系統、運転系対数出力系２系統及び安全出力系２系統である。

核計装は、検出器、増幅器、高圧電源等を組み合わせて構成されている。 

核計装設備で考慮すべき経年変化は検出器、電気部品、ケーブル及び端子の劣化であ

る。 

核計装設備は定期的な検査等において消耗品の交換、盤内の清掃、検出器及びケーブ

ルを含めた絶縁抵抗測定等が適切に行われ、異常がないことを確認している。また、検

出器のうち劣化の兆候が認められた起動系検出器（２台）については、2023年度までに

交換を実施する。 

以上の調査結果から、これまでの当該設備の健全性を維持するための点検・保守は妥

当であると評価する。当該設備については、今後10年もこれまでの保全活動を継続する。 

 

 

(2)プロセス計装設備 

プロセス計装設備は、ＳＴＡＣＹ内の各種プロセス量を測定し、ＳＴＡＣＹの運転制

御及び安全保護動作に必要な情報を得るため、次に示す安全保護系のプロセス計装設備

及び計測制御系のプロセス計装設備で構成する。ここでは、プロセス計装設備のうち、

ＳＴＡＣＹ改造後も継続使用する放射線量率計について評価を行うものとする。 

炉室（Ｓ）及び炉下室（Ｓ）には、室内の放射線線量率を計測するための放射線量率

計を設けており、線量率が高いときは、それぞれの遮蔽扉が開かないようにするための

インターロック信号を発する。放射線量率計は、検出器、増幅器、高圧電源等を組み合

わせて構成されている。 

プロセス計装設備で考慮すべき経年変化は検出器、電気部品及びケーブルの劣化であ

る。 

プロセス計装設備は定期的な検査等において作動確認、部品等の交換、盤内の清掃、

検出器及びケーブルを含めた絶縁抵抗測定等が適切に行われ、異常がないことを確認し

ている。 

以上の調査結果から、これまでの当該設備の健全性を維持するための点検・保守は妥

当であると評価する。当該設備については、今後10年もこれまでの保全活動を継続する。 

 

(3)安全保護回路 

安全保護回路は制御室内に設置された原子炉停止回路、安全保護系盤及び主電源盤、

並びに炉下室（S）に設置されたスクラム遮断器盤で構成されている。安全保護回路で考

慮すべき経年変化は電気部品及びケーブルの劣化である。 

 

安全保護回路に対する保全活動として、定期点検及び日常点検において状態確認を行

うとともに、定期的な検査等において作動検査、消耗品の交換、盤内の清掃、検出器及

びケーブルを含めた絶縁抵抗測定等が適切に行われ、異常がないことを確認している。 

以上の調査結果から、これまでの当該設備の健全性を維持するための点検・保守は妥

当であると評価する。当該設備については、今後10年もこれまでの保全活動を継続する。 

 

計測し、運転制御及び安全保護動作に必要な情報を得るための設備であり、安全保護系

の核計装設備は起動系２系統、運転系対数出力系２系統及び安全出力系２系統である。

核計装は、検出器、増幅器、高圧電源等を組み合わせて構成されている。 

核計装設備で考慮すべき経年変化事象は、検出器、電気部品、ケーブル及び端子の腐

食・劣化（中性子照射によるものを含む絶縁低下）である。 

核計装設備は定期的な検査等において外観点検、作動検査、警報検査、消耗品の交換、

盤内の清掃、検出器及びケーブルを含めた絶縁抵抗測定等が適切に行われ、異常がない

ことを確認している。また、検出器のうち劣化の兆候が認められた起動系検出器（２台）

については、2023年度までに交換を実施する。 

以上の調査結果から、これまでの当該設備の健全性を維持するための点検・保守は妥

当であると評価する。当該設備については、今後10年もこれまでの保全活動を継続する。 

・外観点検、作動検査、警報検査、絶縁抵抗測定等…年１回 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)安全保護回路 

安全保護回路は制御室内に設置された原子炉停止回路、安全保護系盤及び主電源盤、

並びに炉下室（S）に設置されたスクラム遮断器盤で構成されている。安全保護回路で考

慮すべき経年変化は筐体（基礎ボルトを含む。）の腐食、電気部品及びケーブルの腐食・

劣化である。 

安全保護回路は定期的な検査等において外観点検、作動検査、消耗品の交換、盤内の

清掃、ケーブルを含めた絶縁抵抗測定等が適切に行われ、異常がないことを確認してい

る。 

以上の調査結果から、これまでの当該設備の健全性を維持するための点検・保守は妥

当であると評価する。当該設備については、今後10年もこれまでの保全活動を継続する。 

・外観点検、作動検査、絶縁抵抗測定等…年１回 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価実施計画改定

に伴う評価対象設

備の見直し等 
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修 正 前 修 正 後 備 考 

(4)インターロック盤 

 インターロック盤は制御室に設置され、インターロック回路により運転上の誤操作防

止及び異常の拡大防止の機能を有する。インターロック盤で考慮すべき経年変化は電気

部品及びケーブルの劣化である。インターロック盤は定期的な検査等において消耗品の

交換、盤内の清掃、絶縁抵抗測定等が適切に行われるとともに、インターロック作動検

査を行い、異常がないことを確認している。 

以上の調査結果から、これまでの当該設備の健全性を維持するための点検・保守は妥

当であると評価する。当該設備については、今後10年もこれまでの保全活動を継続する。 

 

(5)モニタ盤 

 モニタ盤は制御室に設置され、核計装、プロセス計装、火災報知設備等の状態表示及

び警報発報の機能を有する。モニタ盤で考慮すべき経年変化は電気部品及びケーブルの

劣化である。モニタ盤は定期的な検査等において消耗品の交換、盤内の清掃、絶縁抵抗

測定等が適切に行われ、異常がないことを確認している。 

以上の調査結果から、これまでの当該設備の健全性を維持するための点検・保守は妥

当であると評価する。当該設備については、今後10年もこれまでの保全活動を継続する。 

 

(6)監視操作盤 

 監視操作盤は制御室に設置され、安全上重要なパラメータの監視、運転操作に用いる。

監視操作盤で考慮すべき経年変化は電気部品及びケーブルの劣化である。監視操作盤は

定期的な検査等において消耗品の交換、盤内の清掃、絶縁抵抗測定等が適切に行われ、

異常がないことを確認している。 

以上の調査結果から、これまでの当該設備の健全性を維持するための点検・保守は妥

当であると評価する。当該設備については、今後10年もこれまでの保全活動を継続する。 

 

 

ロ．ウラン棒状燃料 

ＳＴＡＣＹでは235Ｕ濃縮度5wt％以下のウラン棒状燃料をドライバ燃料として使用し

てきた。全長約150cm、外径約9.5㎜であり、ジルコニウム合金の被覆管内に有効長約

145cm、直径約８mmの二酸化ウランの燃料体を有する構造である。 

ウラン棒状燃料で考慮すべき経年変化は被覆管の中性子照射脆化、熱による変形及び

破損である。 

ジルコニウム合金では中性子照射量が1019 n/cm2程度で中性子照射脆化の兆候が確認さ

れる（５）。ＳＴＡＣＹのこれまでの全運転による中性子照射量は「2.2 設備機器の経年変

化に関する評価」に示すとおり、保守的な評価をしても7.2×1014 n/cm2 であり、中性子

照射脆化のおそれがないことを確認した。熱による変形、破損については、ＳＴＡＣＹ

のこれまでの運転における炉心温度は40℃以下であることから、熱による変形、破損は

生じない。 

また、定期的な検査等における燃料の外観点検が適切に実施されており、異常がない

ことを確認した。 

以上の調査結果から、これまでの当該設備の健全性を維持するための点検・保守は妥
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(3)監視操作盤 

 監視操作盤は制御室に設置され、安全上重要なパラメータの監視、運転操作に用いる。

監視操作盤で考慮すべき経年変化は筐体（基礎ボルトを含む。）の腐食、電気部品及び

ケーブルの腐食・劣化である。監視操作盤は定期的な検査等において外観点検、消耗品

の交換、盤内の清掃、絶縁抵抗測定等が適切に行われ、異常がないことを確認している。 

以上の調査結果から、これまでの当該設備の健全性を維持するための点検・保守は妥

当であると評価する。当該設備については、今後10年もこれまでの保全活動を継続する。 

・外観点検、絶縁抵抗測定等…年１回 
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当であると評価する。当該設備については、今後10年もこれまでの保全活動を継続する。 

 

ハ．核燃料物質貯蔵設備 

核燃料貯蔵設備は、原子炉運転に供する燃料の貯蔵設備として棒状燃料貯蔵設備、棒

状燃料貯蔵設備Ⅱ、貯蔵管理のみを行う燃料の貯蔵設備として溶液燃料貯蔵設備、粉末

燃料貯蔵設備、ウラン酸化物燃料貯蔵設備、使用済ウラン黒鉛混合燃料貯蔵設備及び使

用済棒状燃料貯蔵設備で構成する。これらのうち、新規製作する棒状燃料貯蔵設備Ⅱ及

び使用済棒状燃料貯蔵設備は高経年化に関する評価の対象としない。ＳＴＡＣＹで貯蔵

する燃料は燃焼度が極めて低いため、いずれも新燃料相当の取扱いが可能であり、冷却

も不要である。 

 

(1)棒状燃料貯蔵設備 

棒状燃料貯蔵設備は、ＳＴＡＣＹで使用する235Ｕ濃縮度５wt％以下の棒状燃料の貯蔵

を行うものであり、１基当たり144本の棒状燃料を収納する棒状燃料収納容器として、ス

テンレス鋼製の角型容器３基が炉室（Ｓ）内に設置されている。 

棒状燃料貯蔵設備で考慮すべき経年変化は棒状燃料収納容器の変形である。 

変形については、定期的な検査等で外観に異常がないことを確認している。 

以上の調査結果から、これまでの当該設備の健全性を維持するための点検・保守は妥

当であると評価する。当該設備については、今後10年もこれまでの保全活動を継続する。 

 

(2)溶液燃料貯蔵設備 

溶液燃料貯蔵設備は、過去にＳＴＡＣＹの運転で使用した溶液燃料である硝酸ウラニ

ル水溶液の貯蔵のみを行う設備であり、Ｕ溶液貯槽、Ｕ溶液校正ポット、ノックアウト

ポット、グローブボックス、配管等で構成される。Ｕ溶液貯槽は予備槽も含めて計６基

の平板槽が溶液貯蔵室内に設置されている。溶液燃料貯蔵設備は耐食性に優れるオース

テナイト系ステンレス鋼製であるが、万一の溶液燃料等の漏えいに備え、溶液燃料等を

取り扱う機器を設置するグローブボックス及び貯槽室は、床面をドリップトレイとし、

漏えい検知器を設置するとともに、漏えいした溶液燃料等を予備槽に移送し除染処理で

きる設計となっている。 

溶液燃料貯蔵設備で考慮すべき経年変化は腐食、変形及び電気部品の劣化である。貯

槽類及び配管は、耐食性に優れるオーステナイト系ステンレス鋼製であるが、貯蔵する

溶液燃料のサンプリング及び分析を定期的に行うことにより、貯槽類及び配管の材料が

溶液燃料に溶出していないことを確認している。溶液燃料中の不純物の重量限度は定量

目標PIにも定めており、Fe：3670 g 以下、Ni：520 g 以下、Cr：1040 g以下（設計腐食

代2 mm の1/10 に相当する重量）であることを確認している。 

変形及び電気部品の劣化については、定期的な検査等において外観に異常がないこと

を確認するとともに、適宜、漏えい検知器の電気部品の交換を実施している。 

以上の調査結果から、これまでの当該設備の健全性を維持するための点検・保守は妥

当であると評価する。当該設備については、今後10年もこれまでの保全活動を継続する。 
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(3)粉末燃料貯蔵設備 

粉末燃料貯蔵設備のＰｕ保管ピットは、収納容器に収納したウラン・プルトニウム混

合酸化物の粉末状の燃料を貯蔵する鉄筋コンクリート造の保管ピットである。また、ウ

ラン・プルトニウム混合酸化物の粉末状の燃料搬送のため受入エリアクレーン及び保管

エリアクレーン等を設置する。粉末燃料貯蔵設備はＰｕ保管室内に設置されている。 

粉末燃料貯蔵設備で考慮すべき経年変化は保管ピットのコンクリート及び鉄筋の劣

化、その他設備の変形、電気部品の劣化、部品の劣化及び摩耗である。 

保管ピットのコンクリート及び鉄筋については、定期的な検査等において外観に異常

がないことを確認するとともに、2016年に実施した建家コンクリートの調査において、

健全であることを確認している。変形、電気部品の劣化、部品の劣化及び摩耗について

は、定期的な検査等において異常がないことを確認するとともに、適宜、部品の交換を

実施している。 

以上の調査結果から、これまでの当該設備の健全性を維持するための点検・保守は妥

当であると評価する。当該設備については、今後10年もこれまでの保全活動を継続する。 

 

(4)ウラン酸化物燃料収納架台 

ウラン酸化物燃料貯蔵設備のウラン酸化物燃料収納架台は、２３５Ｕ濃縮度約1.5wt％の

ウラン酸化物のペレット状の燃料の貯蔵を行うキャビネット型の設備であり、Ｕ保管室

内に設置する。 

ウラン酸化物燃料収納架台で考慮すべき経年変化は変形である。 

変形については、定期的な検査等において外観に異常がないことを確認している。 

以上の調査結果から、これまでの当該設備の健全性を維持するための点検・保守は妥

当であると評価する。当該設備については、今後10年もこれまでの保全活動を継続する。 

 

(5)使用済ウラン黒鉛混合燃料貯蔵設備 

使用済ウラン黒鉛混合燃料貯蔵設備は、コンパクト型ウラン黒鉛混合燃料収納架台及

びディスク型ウラン黒鉛混合燃料収納架台で構成する。コンパクト型ウラン黒鉛混合燃

料収納架台は、２３５Ｕ濃縮度約２～６wt％のコンパクト型ウラン黒鉛混合燃料の貯蔵を行

うキャビネット型の収納架台（４基）である。ディスク型ウラン黒鉛混合燃料収納架台

は、２３５Ｕ濃縮度約20wt％のディスク型ウラン黒鉛混合燃料の貯蔵を行うバードケージ型

の収納架台である。使用済ウラン黒鉛混合燃料貯蔵設備は、Ｕ保管室内に設置されてい

る。 

使用済ウラン黒鉛混合燃料貯蔵設備で考慮すべき経年変化は変形である。 

変形については、定期的な検査等において外観に異常がないことを確認している。 

以上の調査結果から、これまでの当該設備の健全性を維持するための点検・保守は妥

当であると評価する。当該設備については、今後10年もこれまでの保全活動を継続する。 

 

ニ．建家等 

(1)建家（実験棟Ａ、実験棟Ｂ） 

実験棟Ａ及び実験棟Ｂは地上３階、地下１階の鉄筋コンクリート造りである。 

実験棟Ａは、平面約 42ｍ×約 54ｍで、ＳＴＡＣＹの原子炉本体を設置する炉室（Ｓ）の
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実験棟Ａ及び実験棟Ｂは地上３階、地下１階の鉄筋コンクリート造りである。 

実験棟Ａは、平面約 42ｍ×約 54ｍで、ＳＴＡＣＹの原子炉本体を設置する炉室（Ｓ）の
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ほか、核燃料物質貯蔵設備、気体廃棄物廃棄設備等が設置されている。実験棟Ｂは、平

面約 50ｍ×約 44ｍで、分析設備、固体廃棄物廃棄施設、液体廃棄物廃棄施設等が設置さ

れている。 

建家で考慮すべき経年変化はコンクリートの中性化、鉄筋腐食等、構造材の劣化であ

る。 

原子炉建家は定期的な検査等において外観に異常がないことを確認している。 

また、東北地方太平洋沖地震後の2012年度及び2013年度には、建家全域の補修工事を

行うとともに、2018年度には予防保全の観点から屋上の補修工事を行っている。加えて、

2016年に実施した耐震改修設計に係る調査において、コンクリートの中性化、鉄筋腐食

等の劣化がなく、健全な状態であることを確認している。コンクリートの劣化に関する

調査は継続的に行い、健全性の確認を行う。 

以上の調査結果から、これまでの当該設備の健全性を維持するための点検・保守は妥

当であると評価する。当該設備については、今後10年もこれまでの保全活動を継続する。 

 

 

(2)炉室（Ｓ） 

炉室（Ｓ）で考慮すべき経年変化はコンクリート及び鉄筋の劣化並びに中性子照射に

よるコンクリートの劣化及び鉄筋の脆化である。 

炉室（Ｓ）は定期的な検査等において外観に異常がないことを確認している。また、

2011年東北地方太平洋沖地震の後、2012年度に補修工事を行っている。さらに、2016年

に実施した耐震改修設計に係る調査において、コンクリート及び鉄筋に中性化等による

劣化がなく、健全な状態であることを確認しており、竣工当時の強度が維持されている

と判断した。 

中性子照射によるコンクリートの劣化の兆候が確認される中性子照射量は1019 n/cm2程

度（４）、金属（炭素鋼）の脆化の兆候が確認される中性子照射量は1018 n/cm2 程度（１）で

あるのに対して、ＳＴＡＣＹのこれまでの全運転による中性子照射量は「2.2 設備機器

の経年変化に関する評価」に示すとおり、保守的な評価をしても7.2×1014 n/cm2 であり、

中性子照射によるコンクリートの劣化及び鉄筋の脆化のおそれがないことを確認した。 

以上の調査結果から、これまでの点検・保守は妥当であると評価する。当該設備につ

いては、今後10年もこれまでの保全活動を継続するとともに、継続的に劣化の状況を調

査し、健全性を維持する。 

 

 

(3)排気筒 

排気筒は気体廃棄設備の一部であり、気体の放出に用いられる。排気筒は、円筒型の

鉄筋コンクリート製で実験棟Ａの西側約15mに位置しており、地上高は約50mである。 

排気筒で考慮すべき経年変化はコンクリートの中性化に伴う強度低下、鉄筋腐食等構

造材の劣化である。 

排気筒に対しては、定期的な検査等において外観検査を実施し、健全性の確認を行っ

ている。また、2016年に実施した耐震改修設計に係る調査において、コンクリート及び

鉄筋に中性化等による劣化がなく、健全な状態であることを確認しており、竣工当時の

ほか、核燃料物質貯蔵設備、気体廃棄物廃棄設備等が設置されている。実験棟Ｂは、平

面約 50ｍ×約 44ｍで、分析設備、固体廃棄物廃棄施設、液体廃棄物廃棄施設等が設置さ

れている。 

建家で考慮すべき経年変化はコンクリートの中性化、コンクリート及び鉄筋の腐食等、

構造材の劣化である。 

原子炉建家は定期的な検査等において外観に異常がないことを確認している。 

また、東北地方太平洋沖地震後の2012年度及び2013年度には、建家全域の補修工事を

行うとともに、2018年度には予防保全の観点から屋上の補修工事を行っている。加えて、

2016年に実施した耐震改修設計に係る調査において、コンクリートの中性化、鉄筋腐食

等の劣化がなく、健全な状態であることを確認している。コンクリートの劣化に関する

調査は継続的に行い、健全性の確認を行う。 

以上の調査結果から、これまでの当該設備の健全性を維持するための点検・保守は妥

当であると評価する。当該設備については、今後10年もこれまでの保全活動を継続する。 

・外観点検…年１回 

 

(2)炉室（Ｓ） 

炉室（Ｓ）で考慮すべき経年変化はコンクリート及び鉄筋の腐食、劣化並びに中性子

照射によるコンクリートの劣化及び鉄筋の脆化である。 

炉室（Ｓ）は定期的な検査等において外観に異常がないことを確認している。また、

2011年東北地方太平洋沖地震の後、2012年度に補修工事を行っている。さらに、2016年

に実施した耐震改修設計に係る調査において、コンクリート及び鉄筋に中性化等による

劣化がなく、健全な状態であることを確認しており、竣工当時の強度が維持されている

と判断した。 

中性子照射によるコンクリートの劣化の兆候が確認される中性子照射量は1019 n/cm2程

度（４）、金属（炭素鋼）の脆化の兆候が確認される中性子照射量は1018 n/cm2 程度（１）で

あるのに対して、ＳＴＡＣＹのこれまでの全運転による中性子照射量は「2.2 設備機器

の経年変化に関する評価」に示すとおり、保守的な評価をしても7.2×1014 n/cm2 であり、

中性子照射によるコンクリートの劣化及び鉄筋の脆化のおそれがないことを確認した。 

以上の調査結果から、これまでの点検・保守は妥当であると評価する。当該設備につ

いては、今後10年もこれまでの保全活動を継続するとともに、継続的に劣化の状況を調

査し、健全性を維持する。 

・外観点検…年１回 
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強度が維持されていると判断した。 

以上の調査結果から、これまでの当該設備の健全性を維持するための点検・保守は妥

当であると評価する。当該設備については、今後10年もこれまでの保全活動を継続する。 

 

(4)安全避難通路 

実験棟Ａ及び実験棟Ｂには各所に避難口が設けられており、安全避難通路はそれら避

難口に通じている。また、避難口及び避難通路には誘導標識及び誘導灯が設置されてい

る。 

避難通路で考慮すべき経年変化事象は、床面の変形、誘導灯の電気部品の劣化である。 

安全避難通路は定期的な検査等において異常がないことを確認している。評価対象期

間において、避難通路が設けられている建家については「ニ．建家等(1)建家（実験棟Ａ、

実験棟Ｂ）」に示すとおり、実験棟Ａ及び実験棟Ｂに対して保全活動を行っている。ま

た、建家に設置されている誘導灯及び誘導標識については「ル．電気設備(3)非常用照明」

に示すとおり、消防法に基づく保全活動を実施している。 

以上の調査結果から、これまでの当該設備の健全性を維持するための点検・保守は妥

当であると評価する。当該設備については、今後10年もこれまでの保全活動を継続する。 

 

ホ．放射線管理設備 

 施設の放射線管理に用いる放射線管理設備は、屋内管理設備としての作業環境モニタ

リング設備（放射線エリアモニタ及び室内モニタ）、並びに屋外管理設備としての排気筒

モニタリング設備（ダストモニタ及びガスモニタ）で構成されている。 

放射線管理設備の考慮すべき経年変化事象は、検出器及び電気部品の劣化である。 

放射線管理設備は、定期的な検査等の実施によって、当該設備の健全性が維持されて

いることを確認している。劣化の兆候を確認したときは、検出器及び電気部品の交換を

実施し、検出器の交換の際には必要の都度線源校正を行うことで測定値の信頼性を確保

している。 

以上の調査結果から、これまでの当該設備の健全性を維持するための点検・保守は妥

当であると評価する。当該設備については、今後 10年もこれまでの保全活動を継続する。 

 

へ．放射性廃棄物廃棄施設 

(1)液体廃棄物の廃棄設備 
β・γ廃液系設備は、中レベル廃液貯槽、低レベル廃液貯槽、極低レベル廃    液貯

槽、有機廃液貯槽（Ｂ）、極低レベル廃液一時貯槽類（排水槽等）、ポンプ、配管及び
弁類から構成する。β・γ液体廃棄物は、放射能濃度及び性状により中レベル液体廃棄
物、低レベル液体廃棄物、極低レベル液体廃棄物及び有機廃液に区分し、各々の貯槽に
て一時貯留する。中レベル廃液貯槽及び低レベル廃液貯槽は、溶液系ＳＴＡＣＹから発
生する中レベル液体廃棄物及び低レベル液体廃棄物を一時貯留するための設備である。 

極低レベル廃液貯槽は、管理区域で発生する手洗・床ドレン等の液体廃棄物を一時貯
留するための設備である。また、極低レベル廃液一時貯槽、排水槽（Ⅰ）及び（Ⅱ）、
サンプピット等の極低レベル液体廃棄物の一時貯槽を設ける。 
有機廃液貯槽（Ｂ）は、溶液系ＳＴＡＣＹから発生するリン酸トリブチル(ＴＢＰ)を

含むノルマルドテカンが主成分の有機廃液を貯蔵するための設備である。中レベル廃液
貯槽は、２基あり、縦型円筒式で胴部分を厚さ６mm のステンレス鋼（SUS304）で製作さ
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れている。容量は 2.5m3である。 

低レベル廃液貯槽は２基あり、縦型円筒式で胴部分を厚さ８mm のステンレス鋼
（SUS304）で製作されている。容量は 10m3である。 
有機廃液貯槽（Ｂ）は１基あり、縦型円筒式で胴部分を厚さ5mmのステンレス鋼（SUS304）

で製作されている。容量は２m3である。 
極低レベル廃液貯槽は２基あり、横型円筒式で胴部分を厚さ 10mm のステンレス鋼

（SUS304）で製作されている。容量は 40m3である。 
極低レベル廃液一時貯槽は１基あり、縦型円筒式で胴部分を厚さ６mm のステンレス鋼

（SUS304）で製作されている。容量は３m3である。 
考慮すべき経年変化は腐食、変形、部品の劣化及び摩耗、電気部品の劣化、変形であ

る。 

当該設備に対しては、定期的な検査等（実施頻度は定期事業者検査ごと）において、
外観点検、漏えい点検、警報点検及び作動点検を実施し、健全性の確認を行っている。
また、電気部品についても適宜交換を実施している。 

以上の調査結果から、これまでの当該設備の健全性を維持するための点検・保守は妥

当であると評価する。当該設備については、今後10年もこれまでの保全活動を継続する。 

 
(2)固体廃棄物の廃棄設備 
 β・γ固体廃棄物保管室及び固体廃棄物保管室(Ⅰ)、(Ⅱ)は、固体廃棄物を原子力科
学研究所の放射性廃棄物処理場へ運搬するまでの間、保管するための設備である。当該
設備はＮＵＣＥＦ実験棟Ｂに設けられた鉄筋コンクリート造りの部屋である。 

当該設備で考慮すべき経年変化事象は、コンクリートの中性化に伴う強度低下、鉄筋
腐食等、構造材の劣化である。 

固体廃棄物の廃棄設備は定期的な検査等において外観に異常がないことを確認してい

る。また、東北地方太平洋沖地震後の2012年度及び2013年度には、建家の一部として補

修工事を行うとともに、2016年に実施した耐震改修設計に係る調査において、建家のコ

ンクリートの中性化、鉄筋腐食等の劣化がなく、健全な状態であることを確認している。 

以上の調査結果から、これまでの当該設備の健全性を維持するための点検・保守は妥

当であると評価する。当該設備については、今後10年もこれまでの保全活動を継続する。 

 

(3)気体廃棄物処理設備 
気体廃棄物処理設備は、ＮＵＣＥＦ実験棟Ａに設置されており、核燃料物質貯蔵設備

等の槽ベントガスを廃棄する槽ベント設備Ｂからのベントガスをろ過して排気を行うた
めの設備である。 
当該設備で考慮すべき経年変化は、ブロワ、ポンプ、電気部品、配管等の変形、劣化、

摩耗及びフィルタの捕集効率性能の低下である。 
当該設備は定期的な検査等における外観確認、作動確認等を行い、異常のないことを

確認している。また、ベアリング等の消耗品は定期的に交換している。フィルタも定期
的に捕集効率を確認し、必要に応じて交換している。 

以上の調査結果から、これまでの当該設備の健全性を維持するための点検・保守は妥

当であると評価する。当該設備については、今後10年もこれまでの保全活動を継続する。 

 

(4)槽ベント設備Ｂ 

槽ベント設備Ｂは、ＮＵＣＥＦ実験棟Ａに設置されておりＮＯｘ洗浄塔、オフガス洗

浄塔、ブロワ、グローブボックス、配管等から構成する。 

Ｕ溶液貯槽等からのベントガスは、槽ベント設備Ｂを経由して気体廃棄物処理設備で
処理する。 
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当該設備で考慮すべき経年変化は、電気部品の劣化、部品の劣化及び摩耗である。 

当該設備は定期的な検査等において外観等に異常がないことを確認するとともに、部
品交換を行っている。 

以上の調査結果から、これまでの当該設備の健全性を維持するための点検・保守は妥

当であると評価する。 

 

(5)槽ベント設備Ｄ 

槽ベント設備Ｄは、ＮＵＣＥＦ実験棟Ｂに設置されており、液体廃棄物廃棄設備のベ

ントガスをろ過して排気を行うための設備である。 

当該設備で考慮すべき経年変化は、ブロワ、電気部品、配管等の劣化及び、フィルタ

の捕集効率性能の低下である。 
当該設備は定期的な検査等における外観確認、作動確認等を行い、異常のないことを

確認している。また、ベアリング等の消耗品は定期的に交換している。フィルタも定期
的に捕集効率を確認し、必要に応じて交換している。 

以上の調査結果から、これまでの当該設備の健全性を維持するための点検・保守は妥

当であると評価する。当該設備については、今後10年もこれまでの保全活動を継続する。 

 

ト．補助施設 

(1)圧縮空気設備 

圧縮空気設備は、核燃料物質貯蔵設備のＵ溶液貯槽等の溶液撹拌を行うため、また、

各設備の計測制御機器、エアラインスーツ等に圧縮空気を供給するためのものであり、

常用空気圧縮機、非常用空気圧縮機、アフタークーラ、空気槽、フィルタ、除湿機等で

構成する。 

圧縮空気設備で考慮すべき経年変化は、腐食、変形、部品の劣化及び摩耗、電気部品

の劣化である。当該設備については、定期的な検査等（実施頻度は定期事業者検査ごと）

において、外観点検及び作動点検を実施し、健全性の確認を行っている。また、電気部

品及び消耗品（ベアリング等を含む。）についても適宜交換を実施している。 

以上の調査結果から、これまでの当該設備の健全性を維持するための点検・保守は妥

当であると評価する。当該設備については、今後 10年もこれまでの保全活動を継続する。 

 

(2)真空設備 

真空設備は、核燃料物質貯蔵設備における溶液燃料のサンプリング等に使用する真空

を確保するためのものであり、真空ポンプ、ベントコンデンサ、気液分離槽、バッファ

槽、封液槽等で構成する。機器及び配管は、耐食性に優れるオーステナイト系ステンレ

ス鋼製である。 

真空設備で考慮すべき経年変化は電気部品の劣化、部品の摩耗・劣化及び腐食である。

部品の摩耗・劣化、電気部品の劣化、腐食については、定期的な検査等において異常が

ないことを確認するとともに、適宜、部品の交換を実施している。 

以上の調査結果から、これまでの当該設備の健全性を維持するための点検・保守は妥

当であると評価する。当該設備については、今後 10年もこれまでの保全活動を継続する。 

 

(3)プロセス冷却設備 

プロセス冷却設備は、各設備の冷却器等に、冷却水を閉ループで供給するためのもの
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であり、熱交換器、ポンプ等で構成する。機器及び配管は、耐食性に優れるオーステナ

イト系ステンレス鋼製である。 

プロセス冷却設備で考慮すべき経年変化は電気部品の劣化、部品の摩耗・劣化及び腐

食である。部品の摩耗・劣化、電気部品の劣化、腐食については、定期的な検査等にお

いて異常がないことを確認するとともに、適宜、部品の交換を実施している。 

以上の調査結果から、これまでの当該設備の健全性を維持するための点検・保守は妥

当であると評価する。当該設備については、今後 10年もこれまでの保全活動を継続する。 

 

(4)消火設備 

ＳＴＡＣＹにおける万一の火災による人的及び物的被害を軽減し、施設の安全性を損

なわないようにするため、火災の検知及び消火を行う消火設備を設置する。火災警報は

居室建家に設置した受信器に報知すると同様に中央警備室にある主警報盤に警報を発す

るための装置である。主要設備は以下のとおり。 

1) 自動火災報知設備 

自動火災報知設備は、感知器、発信器及び受信器により構成し、建家内全域を対象と

している。 

2) 屋内外消火栓設備 

  屋内外消火栓設備は、工業用水受槽、電動消火ポンプ、消火ポンプ起動装置及び屋内

外消火栓で構成する。屋内消火栓設備は建家内全域を対象とし、屋外消火設備は建家内

地階及び１、２階を対象としている。 

3) 連結散水設備 

  連結散水設備は、屋外に設置した消防ポンプ車送水接続口より散水ヘッドに送水する

配管設備で構成し、地階実験室等を対象としている。 

4) ハロゲン化物消火設備 

  ハロゲン化物消火設備は、ハロンボンベ、噴射配管、起動装置及び警報装置で構成し、

有機廃液貯槽Ｂ、分析設備（グローブボックス）等を対象としている。 

5) 消火器 

消火器は、ＳＴＡＣＹの全域に適切に配置されている。 

 

消火設備で考えられる経年変化は変形、電気部品の劣化、部品の劣化及び摩耗である。

消火設備は、消防法に基づく点検を定期的に実施し、異常がないことの 確認、部品の交

換等を行っている。また、自動火災報知設備の受信器については、予防保全の観点から、

2023 年度に更新する予定である。 

以上の調査結果から、これまでの当該設備の健全性を維持するための点検・保守は妥

当であると評価する。当該設備については、今後 10年もこれまでの保全活動を継続して

実施する。 

 

(5)分析設備 

分析設備は、運転管理、臨界実験の解析等に必要な試料分析を行うためのものであり、

分析機器、グローブボックス等で構成する。このうち、安全機能を有するのはグローブ

ボックスである。 
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分析設備で考慮すべき経年変化はグローブボックスの変形、部品の劣化である。 

グローブボックスは定期的な検査等において変形がないこと及び部品の交換が適切に

行われ、異常がないことを確認している。 

以上の調査結果から、これまでの当該設備の健全性を維持するための点検・保守は妥

当であると評価する。当該設備については、今後 10年もこれまでの保全活動を継続する。 

 

(6)燃取補助設備 

燃取補助設備は、ＳＴＡＣＹ内の硝酸及び水を回収するためのものであり、蒸発缶給

液槽、蒸発缶、精留塔、回収酸槽、回収水槽等で構成する。 

燃取補助設備で考慮すべき経年変化は部品の摩耗・劣化及び腐食である。部品の摩耗・

劣化については、定期的な検査等において異常がないことを確認するとともに、適宜、

部品の交換を実施している。 

以上の調査結果から、これまでの当該設備の健全性を維持するための点検・保守は妥

当であると評価する。当該設備については、今後 10年もこれまでの保全活動を継続する。 

 

チ．実験設備 

(1)ホット分析機器試験設備 

 ホット分析機器試験設備は、実験用試料の分析を行うものである。 

本設備は、実験室（Ⅱ）に設置し、分析機器、グローブボックス等から構成されてい

る。このうち、安全機能を有するのはグローブボックスである。 

ホット分析機器試験設備で考慮すべき経年変化はグローブボックスの変形、部品の劣

化である。 

グローブボックスは定期的な検査等において変形がないこと及び部品の交換が適切に

行われ、異常がないことを確認している。 

以上の調査結果から、これまでの当該設備の健全性を維持するための点検・保守は妥

当であると評価する。当該設備については、今後 10年もこれまでの保全活動を継続する。 

 

(2)アルファ化学実験設備 

アルファ化学実験設備は、溶液系ＳＴＡＣＹで使用した溶液燃料及び廃液の処理処分

並びに固体廃棄物の除染に関して基礎的な小規模実験等を行うものである。 

本設備は、実験室（Ⅱ）に設置し、抽出試験装置、分析機器、グローブボックス等か

ら構成されている。このうち、安全機能を有するのはグローブボックスである。 

アルファ化学実験設備で考慮すべき経年変化はグローブボックスの変形、部品の劣化

である。 

グローブボックスは定期的な検査等において変形がないこと及び部品の交換が適切に

行われ、異常がないことを確認している。 

以上の調査結果から、これまでの当該設備の健全性を維持するための点検・保守は妥

当であると評価する。当該設備については、今後 10年もこれまでの保全活動を継続する。 

 

(3)パルス中性子発生装置 

 パルス中性子発生装置は、実験時に炉心周辺に設置し、臨界未満炉心での中性子実効
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修 正 前 修 正 後 備 考 

増倍率及び動特性定数の測定用として用いる。 

本装置は、加速管及び制御機器から構成し、加速管は炉心タンク内に、制御機器は制

御室に設置される。炉室扉が開いている場合には本装置が起動できないようインターロ

ックが設けられている。また、パルス中性子発生時は、炉心の臨界未満を維持するため、

炉心タンクに給水できない等のインターロックが設けられている。 

パルス中性子発生装置で考慮すべき経年変化は加速管、電気部品及びケーブルの劣化

である。 

パルス中性子発生装置は定期的な検査等において作動確認、部品の交換、盤内の清掃、

加速管及びケーブルを含めた絶縁抵抗測定等が適切に行われ、異常がないことを確認し

ている。 

以上の調査結果から、これまでの当該設備の健全性を維持するための点検・保守は妥

当であると評価する。当該設備については、今後10年もこれまでの保全活動を継続する。 

 

リ．原子炉本体のうちその他の設備 

(1)炉室フード 

 炉室フードは炉室（Ｓ）に設置されており、縦約９m、横約10m、高さ約10mの角形形状

で、炉心タンク等を収納している。 

 炉室フードで考慮すべき経年変化は中性子照射脆化、変形である。 

炉室フードの材質である炭素鋼について、中性子照射脆化の兆候が確認される照射量

は1018 n/cm2 程度（１）である。ＳＴＡＣＹのこれまでの全運転による中性子照射量は「2.2 

設備機器の経年変化に関する評価」に示すとおり、保守的な評価をしても7.2×1014 n/cm2 

であり、中性子照射脆化のおそれがないことを確認した。また、変形については、定期

的な検査等における外観検査で異常がないことを確認している。 

以上の調査結果から、これまでの当該設備の健全性を維持するための点検・保守は妥

当であると評価する。当該設備については、今後10年もこれまでの保全活動を継続する。 

 

(2)起動用中性子源駆動装置 

起動用中性子源駆動装置は炉室フード内に設置されており、ワイヤーの先端に取り付

けられた原子炉起動用のAm-Be中性子源を駆動するための装置である。 

 起動用中性子源駆動装置で考慮すべき経年変化は中性子照射脆化、電気部品及びケー

ブルの劣化である。 

起動用中性子源駆動装置の主要材質である炭素鋼について、中性子照射脆化の兆候が

確認される照射量は1×1018 n/cm2程度（１）である。ＳＴＡＣＹのこれまでの全運転による

中性子照射量は「2.2 設備機器の経年変化に関する評価」に示すとおり、保守的な評価

をしても7.2×1014 n/cm2 であり、中性子照射脆化のおそれがないことを確認した。また、

定期的な検査等において作動確認、部品の交換、絶縁抵抗測定等が適切に行われ、異常

がないことを確認している。 

以上の調査結果から、これまでの当該設備の健全性を維持するための点検・保守は妥

当であると評価する。当該設備については、今後10年もこれまでの保全活動を継続する。 
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修 正 前 修 正 後 備 考 

ヌ．換気空調設備 

換気空調設備は、外気処理装置、空気調和器、送風機、常用排風機、補助排風機、排

気フィルタユニット等で構成する。炉室（Ｓ）をはじめ、ＧＢ、フード及び建家系の給

気及び排気を行うための設備である。給気系は実験棟Ａ ３階給気機械室（Ａ）及び実

験棟Ｂ ３階給気機械室（Ｂ）に空気調和器及び送風機が設置され、温湿度を調整後、

ダクトを介して送風される。排気系は、各系統の排気がそれぞれダクトを介して集めら

れ、実験棟Ａ 地階排気機械室（Ａ）及び実験棟Ｂ 地階排気機械室（Ｂ）に設置され

た排気フィルタユニット、排風機を経由して排気筒により排出される。また、重要系統

には補助排風機を有しており、停電時等には、非常用電源で起動し、負圧を維持してい

る。 

 当該設備で考慮すべき経年変化は、腐食、変形、部品の劣化及び摩耗、フィルタ捕集

効率性能の低下、電気部品の劣化である。 

当該設備は定期的な検査等（実施頻度は定期事業者検査ごと）において、外観点検、

作動点検及び捕集効率点検を実施し、健全性を確認している。また、電気部品及び消耗

品（ベアリング等を含む。）についても適宜交換を実施している。 

以上の調査結果から、これまでの当該設備の健全性を維持するための点検・保守は妥

当であると評価する。当該設備については、今後10年もこれまでの保全活動を継続して

実施していくことを計画している。 

 

ル．電気設備 

(1)非常用発電機 

非常用発電機は、非常用電源設備の一部として、実験棟Ａ ２階 ＥＧ室（Ⅰ）及び

ＥＧ室（Ⅱ）にそれぞれガスタービン発電機が1台ずつ設置されている。 

ガスタービン発電機は、商用電源喪失時に、ＳＴＡＣＹの安全性の維持及び監視に必

要な設備に電力を供給するため、自動起動し、40 秒以内に負荷に給電を開始する。 

考慮すべき経年変化は、腐食、変形、部品の劣化及び摩耗、電気部品の劣化である。 

当該設備は定期的な検査等（実施頻度は定期事業者検査ごと）において、外観点検及

び作動点検を実施し、健全性を確認している。最近では、2009年度及び2010年度にガス

タービン発電機のオーバーホール（タービンブレードの交換等）を行い、2015年度には、

設計及び工事の方法の認可申請を行い、スターターを更新し、健全性の維持を図ってい

る。また、電気部品についても適宜交換を実施している。 

以上の調査結果から、これまでの当該設備の健全性を維持するための点検・保守は妥

当であると評価する。当該設備については、今後10年もこれまでの保全活動を継続して

実施していくことを計画している。 

 

(2)無停電電源装置 

無停電電源装置は、非常用電源設備の一部として、実験棟Ａ ２階 電気室（Ⅰ）及

び電気室（Ⅱ）にそれぞれが1組ずつ設置されている。無停電電源装置は、整流器、蓄電

池、静止型インバータ装置等から構成し、停電なく安全保護系等に給電する設備である。 

考慮すべき経年変化は、腐食、変形、電気部品の劣化、ケーブルの劣化及び蓄電池の

劣化による容量減少である。 
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修 正 前 修 正 後 備 考 

当該設備は定期的な検査等（実施頻度は定期事業者検査ごと）において、絶縁抵抗測

定、外観点検及び作動検査を実施し、健全性の確認している。最近では、2017年度及び

2018年度に蓄電池の更新及び2021年度に蓄電池の容量試験を行い健全性の維持を図って

いる。また、2020年度には無停電電源装置等の内部制御部品の更新を行った。 

以上の調査結果から、これまでの当該設備の健全性を維持するための点検・保守は妥

当であると評価する。当該設備については、今後10年もこれまでの保全活動を継続して

実施していくことを計画している。 

 

(3)非常用照明 

非常用照明は、安全避難通路に配置する保安灯、避難用照明、誘導灯及び蓄電池を内

蔵した可搬式の仮設照明、懐中電灯である。 

非常用照明で考慮すべき経年変化事象は、電気部品の劣化である。 

これらの照明については、定期的な検査等において作動確認及び部品交換を実施して

いる。誘導灯については別途、消防法に基づく点検も行われている。 

以上の調査結果から、これまでの当該設備の健全性を維持するための点検・保守は妥

当であると評価する。当該設備については、今後10年もこれまでの保全活動を継続する。 

 

(4)通信連絡設備 

設計基準事故時においても、制御室からＳＴＡＣＹ内にいる全ての人々に対して指令、

呼出し等のできる通信連絡設備として放送設備を設置している。また、施設内の事故現

場指揮所と原子力科学研究所内の現地対策本部との間の相互に連絡するための通信連絡

設備として固定電話、携帯電話等を設置している。 

通信連絡設備で考慮すべき経年変化事象は、電気部品の劣化である。 

放送設備については定期的な検査等において作動確認を行い、異常のないことを確認

するとともに、必要に応じて部品交換を行っている。固定電話、携帯電話等についても

定期的に通信確認を行い、異常のないことを確認している。 

以上の調査結果から、これまでの当該設備の健全性を維持するための点検・保守は妥

当であると評価する。当該設備については、今後 10年もこれまでの保全活動を継続する。 

 

3)総合評価 

1995年5月から2022年9月の期間における設備の保全活動の実績を調査した結果、点

検・保守、交換等が確実に行われていることを確認した。これらの活動においては、想

定される経年変化事象の状態を把握し、劣化が進展した箇所について適切に交換・更新

を実施するとともに、予防保全の観点からも部品の交換又は補修を実施する等、設備の

健全性を維持するための取組みが確実に行われていることを確認した。 

以上のことから、評価対象期間における保全活動内容は妥当であると評価する。 
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3)総合評価 

1995年5月から2022年9月の期間における設備の保全活動の実績を調査した結果、点

検・保守、交換等が確実に行われていることを確認した。これらの活動においては、想

定される経年変化事象の状態を把握し、劣化が進展した箇所について適切に交換・更新

を実施するとともに、予防保全の観点からも消耗品を含めた部品の交換又は補修を実施

する等、設備の健全性を維持するための取組みが確実に行われていることを確認した。 

以上のことから、評価対象期間における保全活動内容は妥当であると評価する。 
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第2.1表 評価対象機器及び経年変化事象（１/６） 

重要度 

クラス 
構築物、系統及び機器 

保守点検

実績評価

対象 

経年変化

評価対象 

設計上考慮している 

経年変化事象 

PS-2 

 

炉心タンク※ － － － 

格子板※ － － － 

格子板フレーム※ － － － 

給水停止スイッチ※ － － － 

監視操作盤 ○ － 電気部品及びケーブルの劣化 

低速給水バイパス弁※ － － － 

MS-2 

核計装設備（安全保護系） ○ － 電気部品及びケーブルの劣化 

安全保護回路 

原子炉停止回路、安全保護系

盤、スクラム遮断器盤、主電

源盤 

○ － 電気部品及びケーブルの劣化 

安全板※ － － － 

急速排水弁※ － － － 

安全板駆動装置※ － － － 

ガイドピン※ － － － 

最大給水制限スイッチ※ － － － 

排水開始スイッチ※ － － － 

PS-2 

MS-2 

低速給水吐出弁※ － － － 

低速流量調整弁※ － － － 

PS-3 

ウラン棒状燃料 ○ － 中性子照射脆化、変形、破損 

中性子毒物添加棒状燃料※ － － － 

起動用中性子源 ○ － 
中性子照射脆化、電気部品及び

ケーブルの劣化 

棒状燃料貯蔵設備 

棒状燃料収納容器 
○ － 変形 

棒状燃料貯蔵設備Ⅱ 

棒状燃料収納容器※ 
－ － － 

溶液燃料貯蔵設備 

U 溶液貯槽、U 溶液校正ポ

ット、ノックアウトポット、

グローブボックス、配管 

○ － 腐食、変形 

※ＳＴＡＣＹ更新に係る改造工事等で新設された機器のため評価対象外。 

 

 

 

 

 

 

第2.1表 安全機能を有する構築物、系統及び機器とそれらの経年変化事象（１/６） 

重要度 

クラス 
構築物、系統及び機器 

保全活動

実績評価

対象 

経年変化

評価対象 

設計上考慮している 

経年変化事象 

PS-2 

 

炉心タンク※ － － － 

格子板※ － － － 

格子板フレーム※ － － － 

給水停止スイッチ※ － － － 

監視操作盤 ○ － 
腐食、電気部品及びケーブルの

劣化 

低速給水バイパス弁※ － － － 

MS-2 

核計装設備（安全保護系） ○ － 
腐食、電気部品及びケーブルの

劣化 

安全保護回路 

原子炉停止回路、安全保護系

盤、スクラム遮断器盤、主電

源盤 

○ － 
腐食、電気部品及びケーブルの

劣化 

安全板※ － － － 

急速排水弁※ － － － 

安全板駆動装置※ － － － 

ガイドピン※ － － － 

最大給水制限スイッチ※ － － － 

排水開始スイッチ※ － － － 

PS-2 

MS-2 

低速給水吐出弁※ － － － 

低速流量調整弁※ － － － 

PS-3 

ウラン棒状燃料 － － － 

中性子毒物添加棒状燃料※ － － － 

起動用中性子源 － － － 

棒状燃料貯蔵設備 

棒状燃料収納容器 
－ － － 

棒状燃料貯蔵設備Ⅱ 

棒状燃料収納容器※ 
－ － － 

溶液燃料貯蔵設備 

U 溶液貯槽、U 溶液校正ポ

ット、ノックアウトポット、

グローブボックス、主配管 

－ － － 

※ＳＴＡＣＹ更新に係る改造工事等で新設された機器 
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修 正 前 修 正 後 備 考 

 

第2.1表 評価対象機器及び経年変化事象（２/６） 

重要度 

クラス 
構築物、系統及び機器 

保守点検

実績評価

対象 

経年変化

評価対象 

設計上考慮している 

経年変化事象 

PS-3 

溶液燃料貯蔵設備 

液位計、インターロック 
○ － 電気部品及びケーブルの劣化 

溶液燃料貯蔵設備 

漏えい検知器、ドリップトレ

イ（グローブボックス内、貯

槽室内） 

○ － 変形、電気部品の劣化 

粉末燃料貯蔵設備 

Pu 保管ピット 
○ ○ コンクリート及び鉄筋の劣化 

粉末燃料貯蔵設備 

収納容器、受入エリアクレー

ン、保管エリアクレーン、そ

の他（保管容器移動台車、貯

蔵容器移送クレーン） 

○ － 
変形、電気部品の劣化、部品の

劣化及び摩耗 

ウラン酸化物燃料収納架台 ○ － 変形 

コンパクト型ウラン黒鉛混合

燃料収納架台、ディスク型ウラ

ン黒鉛混合燃料収納架台 

○ － 変形 

核計装設備（計測制御系） ○ － 電気部品及びケーブルの劣化 

炉室(S)放射線量率計 ○ － 電気部品及びケーブルの劣化 

炉下室(S)放射線量率計 ○ － 電気部品及びケーブルの劣化 

サーボ型水位計※ － － － 

高速流量計及び低速流量計※ － － － 

炉心温度計※ － － － 

ダンプ槽温度計※ － － － 

ダンプ槽電導度計※ － － － 

モニタ盤 ○ － 電気部品及びケーブルの劣化 

高速給水ポンプ※ － － － 

高速給水吐出弁※ － － － 

高速流量調整弁※ － － － 

※ＳＴＡＣＹ更新に係る改造工事等で新設された機器のため評価対象外。 

 

 

 

 

 

 

 

第2.1表 安全機能を有する構築物、系統及び機器とそれらの経年変化事象（２/６） 

重要度 

クラス 
構築物、系統及び機器 

保全活動

実績評価

対象 

経年変化

評価対象 

設計上考慮している 

経年変化事象 

PS-3 

溶液燃料貯蔵設備 

液位計、インターロック 
－ － － 

溶液燃料貯蔵設備 

漏えい検知器、ドリップトレ

イ（グローブボックス内、貯

槽室内） 

－ － － 

粉末燃料貯蔵設備 

Pu 保管ピット 
－ － － 

粉末燃料貯蔵設備 

収納容器、受入エリアクレー

ン、保管エリアクレーン、そ

の他（保管容器移動台車、貯

蔵容器移送クレーン） 

－ － － 

ウラン酸化物燃料収納架台 － － － 

コンパクト型ウラン黒鉛混合

燃料収納架台、ディスク型ウラ

ン黒鉛混合燃料収納架台 

－ － － 

核計装設備（計測制御系） － － － 

炉室(S)放射線量率計 － － － 

炉下室(S)放射線量率計 － － － 

サーボ型水位計※ － － － 

高速流量計及び低速流量計※ － － － 

炉心温度計※ － － － 

ダンプ槽温度計※ － － － 

ダンプ槽電導度計※ － － － 

モニタ盤 － － － 

高速給水ポンプ※ － － － 

高速給水吐出弁※ － － － 

高速流量調整弁※ － － － 

※ＳＴＡＣＹ更新に係る改造工事等で新設された機器 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価実施計画改定

に伴う評価対象設

備の見直し等 
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修 正 前 修 正 後 備 考 

 

第2.1表 評価対象機器及び経年変化事象（３/６） 

重要度 

クラス 
構築物、系統及び機器 

保守点検

実績評価

対象 

経年変化

評価対象 

設計上考慮している 

経年変化事象 

PS-3 

高速給水バイパス弁※ － － － 

低速給水ポンプ※ － － － 

インターロック盤 ○ － 電気部品及びケーブルの劣化 

中レベル廃液系 

中レベル廃液貯槽、主配管、ポ

ンプ、弁 

○ － 
腐食、変形、部品の劣化及び摩

耗 

中レベル廃液系 

漏えい検知器、堰 
○ － 電気部品の劣化、変形 

低レベル廃液系 

低レベル廃液貯槽、主配管、ポ

ンプ、弁 

○ － 
腐食、変形、部品の劣化及び摩

耗 

低レベル廃液系 

漏えい検知器、堰 
○ － 電気部品の劣化、変形 

極低レベル廃液系 

極低レベル廃液貯槽、極低レベ

ル廃液一時貯槽、排水槽(Ⅰ)、

(Ⅱ)、サンプピット、配管、ポ

ンプ、弁 

○ － 
腐食、変形、部品の劣化及び摩

耗 

極低レベル廃液系 

漏えい検知器、堰 
○ － 電気部品の劣化、変形 

有機廃液系 

有機廃液貯槽Ｂ、主配管、ポン

プ、弁 

○ － 
腐食、変形、部品の劣化及び摩

耗 

有機廃液系 

漏えい検知器、堰 
○ － 電気部品の劣化、変形 

固体廃棄物保管室（Ⅰ）、（Ⅱ） ○ ○ コンクリート及び鉄筋の劣化 

固定吸収体、構造材模擬体、デ

ブリ構造材模擬体、ボイド模擬

体、燃料試料挿入管、内挿管※ 

－ － － 

パルス中性子発生装置 ○ － 電気部品の劣化 

分析設備 

 グローブボックス 
○ － 変形、部品の劣化 

※ＳＴＡＣＹ更新に係る改造工事等で新設された機器のため評価対象外。 

 

 

 

 

 

 

 

第2.1表 安全機能を有する構築物、系統及び機器とそれらの経年変化事象（３/６） 

重要度 

クラス 
構築物、系統及び機器 

保全活動

実績評価

対象 

経年変化

評価対象 

設計上考慮している 

経年変化事象 

PS-3 

高速給水バイパス弁※ － － － 

低速給水ポンプ※ － － － 

インターロック盤 － － － 

中レベル廃液系 

中レベル廃液貯槽、主配管、ポ

ンプ、弁 

－ － － 

中レベル廃液系 

漏えい検知器、堰 
－ － － 

低レベル廃液系 

低レベル廃液貯槽、主配管、ポ

ンプ、弁 

－ － － 

低レベル廃液系 

漏えい検知器、堰 
－ － － 

極低レベル廃液系 

極低レベル廃液貯槽、極低レベ

ル廃液一時貯槽、排水槽(Ⅰ)、

(Ⅱ)、サンプピット、配管、ポ

ンプ、弁 

－ － － 

極低レベル廃液系 

漏えい検知器、堰 
－ － － 

有機廃液系 

有機廃液貯槽Ｂ、主配管、ポン

プ、弁 

－ － － 

有機廃液系 

漏えい検知器、堰 
－ － － 

固体廃棄物保管室（Ⅰ）、（Ⅱ）、

β・γ固体廃棄物保管室 
－ － － 

固定吸収体、構造材模擬体、デ

ブリ構造材模擬体、ボイド模擬

体、燃料試料挿入管、内挿管※ 

－ － － 

パルス中性子発生装置 － － － 

分析設備 

 グローブボックス 
－ － － 

※ＳＴＡＣＹ更新に係る改造工事等で新設された機器 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価実施計画改定

に伴う評価対象設

備の見直し等 
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修 正 前 修 正 後 備 考 

 

第2.1表 評価対象機器及び経年変化事象（４/６） 

重要度 

クラス 
構築物、系統及び機器 

保守点検

実績評価

対象 

経年変化

評価対象 

設計上考慮している 

経年変化事象 

 プロセス冷却設備 

 密閉式熱交換器、冷却水循環

ポンプ、放射能モニタ、配管、

弁 

○ － 
腐食、変形、部品の劣化及び摩

耗 

真空設備 

 真空ポンプ、ベントコンデン

サ、気液分離槽、バッファ槽、

封液槽、ドレンポット、封液

冷却器、ドレン排出ポンプ、

封液循環ポンプ、自動弁 

○ － 
腐食、変形、部品の劣化及び摩

耗 

圧縮空気設備 

非常用空気圧縮機、常用空気

圧縮機、アフタークーラ、フ

ィルタ、除湿器、主空気槽、

エアラインスーツ用空気槽、

遮断弁 

○ － 
腐食、変形、部品の劣化及び摩

耗、電気部品の劣化 

ホット分析機器試験設備 

 グローブボックス 
○ － 変形、部品の劣化 

アルファ化学実験設備 

 グローブボックス 
○ － 変形、部品の劣化 

燃取補助設備 

蒸発缶給液槽、蒸発缶、精留

塔、回収酸槽、回収水槽、そ

の他（濃縮液受槽、グローブ

ボックス、主配管） 

○ － 腐食、変形、部品の劣化 

PS-3 

MS-3 

通常排水弁※ － － － 

給排水系 

主配管※ 
－ － － 

MS-3 

炉室（S） ○ ○ 
コンクリート及び鉄筋の劣化、

中性子照射脆化 

炉室フード ○ － 中性子照射脆化、変形 

ダンプ槽※ － － － 

※ＳＴＡＣＹ更新に係る改造工事等で新設された機器のため評価対象外。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2.1表 安全機能を有する構築物、系統及び機器とそれらの経年変化事象（４/６） 

重要度 

クラス 
構築物、系統及び機器 

保全活動

実績評価

対象 

経年変化

評価対象 

設計上考慮している 

経年変化事象 

 プロセス冷却設備 

 密閉式熱交換器、冷却水循環

ポンプ、放射能モニタ、配管、

弁 

－ － － 

真空設備 

 真空ポンプ、ベントコンデン

サ、気液分離槽、バッファ槽、

封液槽、ドレンポット、封液

冷却器、ドレン排出ポンプ、

封液循環ポンプ、自動弁 

－ － － 

圧縮空気設備 

非常用空気圧縮機、常用空気

圧縮機、アフタークーラ、フ

ィルタ、除湿器、主空気槽、

エアラインスーツ用空気槽、

遮断弁 

－ － － 

ホット分析機器試験設備 

 グローブボックス 
－ － － 

アルファ化学実験設備 

 グローブボックス 
－ － － 

燃取補助設備 

蒸発缶給液槽、蒸発缶、精留

塔、回収酸槽、回収水槽、そ

の他（濃縮液受槽、グローブ

ボックス、主配管） 

－ － － 

PS-3 

MS-3 

通常排水弁※ － － － 

給排水系 

主配管※ 
－ － － 

MS-3 

炉室（S） ○ ○ 
コンクリート及び鉄筋の劣化、

腐食、中性子照射劣化 

炉室フード － － － 

ダンプ槽※ － － － 

※ＳＴＡＣＹ更新に係る改造工事等で新設された機器 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価実施計画改定

に伴う評価対象設

備の見直し等 
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修 正 前 修 正 後 備 考 

 

第2.1表 評価対象機器及び経年変化事象（５/６） 

重要度 

クラス 
構築物、系統及び機器 

保守点検

実績評価

対象 

経年変化

評価対象 

設計上考慮している 

経年変化事象 

MS－3 

槽ベント設備 B 

ブロワ（予備機を含む）、

NOX 洗浄塔、オフガス洗浄塔、

デミスタ、ベント加熱器、フィ

ルタ、主配管 

○ － 
腐食、変形、部品の劣化及び摩

耗 

槽ベント設備 B 

燃調グローブボックス、貯蔵

グローブボックス 

○ － 
腐食、変形、部品の劣化及び摩

耗 

槽ベント設備Ｄ 

 ブロワ（予備機を含む）、フ

ィルタ、加熱器、主配管 

○ － 

腐食、変形、部品の劣化及び摩

耗、フィルタ捕集効率性能の低

下 

気体廃棄物処理設備 

 洗浄塔、加熱器、ブロワ、フ

ィルタ(Ⅰ)、フィルタ(Ⅱ)、デ

ミスタ、気体廃棄物処理グロー

ブボックス、フード、主配管 

○ 

 

－ 

 

腐食、変形、部品の劣化及び摩

耗、フィルタ捕集効率性能の低

下 

排気筒 ○ ○ コンクリート及び鉄筋の劣化 

作業環境モニタリング設備 

室内ダストモニタ、室内ガス

モニタ、ガンマ線エリアモニ

タ、中性子線エリアモニタ 

○ － 検出器及び電気部品の劣化 

排気筒モニタリング設備 

排気筒ガスモニタ、排気筒ダ

ストモニタ 

○ － 検出器及び電気部品の劣化 

炉室（Ｓ）換気空調設備 ○ － 

腐食、変形、部品の劣化及び摩

耗、フィルタ捕集効率性能の低

下、電気部品の劣化 

非常用発電機 ○ － 
腐食、変形、部品の劣化及び摩

耗、電気部品の劣化 

無停電電源装置 ○ － 

腐食、変形、電気部品の劣化、

ケーブルの劣化、蓄電池の劣化

による容量の減少 

実験棟Ａ建家換気空調装置 ○ － 

腐食、変形、部品の劣化及び摩

耗、フィルタ捕集効率性能の低

下、電気部品の劣化 

 

 

 

 

 

 

 

第2.1表 安全機能を有する構築物、系統及び機器とそれらの経年変化事象（５/６） 

重要度 

クラス 
構築物、系統及び機器 

保全活動

実績評価

対象 

経年変化

評価対象 

設計上考慮している 

経年変化事象 

MS－3 

槽ベント設備 B 

ブロワ（予備機を含む）、

NOX 洗浄塔、オフガス洗浄塔、

デミスタ、ベント加熱器、フィ

ルタ、主配管 

－ － － 

槽ベント設備 B 

燃調グローブボックス、貯蔵

グローブボックス 

－ － － 

槽ベント設備Ｄ 

 ブロワ（予備機を含む）、フ

ィルタ、加熱器、主配管 

－ － － 

気体廃棄物処理設備 

 洗浄塔、加熱器、ブロワ、フ

ィルタ(Ⅰ)、フィルタ(Ⅱ)、デ

ミスタ、気体廃棄物処理グロー

ブボックス、フード、主配管 

－ 
－ 

 
－ 

排気筒 － － － 

作業環境モニタリング設備 

室内ダストモニタ、室内ガス

モニタ、ガンマ線エリアモニ

タ、中性子線エリアモニタ 

－ － － 

排気筒モニタリング設備 

排気筒ガスモニタ、排気筒ダ

ストモニタ 

－ － － 

炉室（Ｓ）換気空調設備 － － － 

非常用発電機 － － － 

無停電電源装置 － － － 

実験棟Ａ建家換気空調装置 － － － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価実施計画改定

に伴う評価対象設

備の見直し等 
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修 正 前 修 正 後 備 考 

 

第2.1表 評価対象機器及び経年変化事象（６/６） 

重要度 

クラス 
構築物、系統及び機器 

保守点検

実績評価

対象 

経年変化

評価対象 

設計上考慮している 

経年変化事象 

MS－3 

実験棟Ａグローブボックス換

気装置 
○ － 

腐食、変形、部品の劣化及び摩

耗、フィルタ捕集効率性能の低

下、電気部品の劣化 

実験棟Ａフード換気装置 ○ － 

腐食、変形、部品の劣化及び摩

耗、フィルタ捕集効率性能の低

下、電気部品の劣化 

実験棟Ｂ建家換気空調装置 ○ － 

腐食、変形、部品の劣化及び摩

耗、フィルタ捕集効率性能の低

下、電気部品の劣化 

実験棟Ｂグローブボックス換

気装置 
○ － 

腐食、変形、部品の劣化及び摩

耗、フィルタ捕集効率性能の低

下、電気部品の劣化 

実験棟Ｂフード換気装置 ○ － 

腐食、変形、部品の劣化及び摩

耗、フィルタ捕集効率性能の低

下、電気部品の劣化 

消火設備 

自動火災報知設備(感知器、

発信器、受信器)、屋内外消火

栓設備(工業用水受槽、電動消

火ポンプ、消火ポンプ起動装

置、屋内外消火栓)、連結散水

設備(消防ポンプ車送水接続

口、配管設備)、消火器 

○ － 
電気部品の劣化、部品の劣化及

び摩耗 

安全避難通路等 ○ － 床面の破損、構造材の劣化 

通信連絡設備 ○ － 電気部品の劣化 

建家 

実験棟Ａ、実験棟Ｂ 
○ ○ コンクリート及び鉄筋の劣化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2.1表 安全機能を有する構築物、系統及び機器とそれらの経年変化事象（６/６） 

重要度 

クラス 
構築物、系統及び機器 

保全活動

実績評価

対象 

経年変化

評価対象 

設計上考慮している 

経年変化事象 

MS－3 

実験棟Ａグローブボックス換

気装置 
－ － － 

実験棟Ａフード換気装置 － － － 

実験棟Ｂ建家換気空調装置 － － － 

実験棟Ｂグローブボックス換

気装置 
－ － － 

実験棟Ｂフード換気装置 － － － 

消火設備 

自動火災報知設備(感知器、

発信器、受信器)、屋内外消火

栓設備(工業用水受槽、電動消

火ポンプ、消火ポンプ起動装

置、屋内外消火栓)、連結散水

設備(消防ポンプ車送水接続

口、配管設備)、消火器 

－ － － 

安全避難通路等 － － － 

安全スイッチ － － － 

通信連絡設備 － － － 

建家 

実験棟Ａ、実験棟Ｂ 
○ ○ 

コンクリート及び鉄筋の劣化、

腐食 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価実施計画改定

に伴う評価対象設

備の見直し等 
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修 正 前 修 正 後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.2表 保全活動に関する評価対象機器等の部位毎の経年変化事象 

 

 

 

部位毎の経年変化事

象の明確化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



施設定期評価報告書（STACY 施設） 第 3 回（その１ 高経年化に関する評価） 新旧対照表 

27 

修 正 前 修 正 後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2.1図 品質マネジメント計画書に基づく組織図 

 

 

 

 

 

 

 

 

品質マネジメント計

画書に基づく組織の

明確化 
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修 正 前 修 正 後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.2図 ＳＴＡＣＹの高経年化に関する評価の実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高経年化に関する評

価の実施体制の明確
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修 正 前 修 正 後 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.3図 高経年化に関する技術評価フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高経年化に関する技

術評価フローの明確
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修 正 前 修 正 後 備 考 

2.2 設備機器の経年変化に関する評価 

安全機能を有する構築物、系統及び機器のうち補修・取替えが容易でないものとして、

建家（実験棟Ａ及びＢ）、炉室（Ｓ）、排気筒、Pu保管ピット及び固体廃棄物保管室（Ⅰ）、

（Ⅱ）（以下「建家等」という。）のコンクリート劣化、構造材劣化について、経年変

化に関する評価を行う。また、原子炉運転中に中性子の照射を受ける炉室（Ｓ）につい

ては、中性子照射によるコンクリート劣化についても評価を行う。 

 

2.2.1 コンクリート劣化、構造材劣化 

対象設備：建家等（建家（実験棟Ａ及びＢ）、炉室（Ｓ）、排気筒、Pu保管ピット、固

体廃棄物保管室（Ⅰ）、（Ⅱ）） 

1)使用状況 

建家等で考慮すべき経年変化はコンクリート及び鉄筋の劣化である。建家等は設置か

ら約30年が経過している。 

建家等については、2011年の東北地方太平洋沖地震の後の2012年度及び2013年度に補

修工事を行っている。また、2016年度には耐震改修設計のための調査を行っている。さ

らに、2018年には耐震性を向上させるため、耐震スリットを設ける工事を行っている。 

 

2)調査結果 

建家等は定期的な検査等における外観検査において、異常がないことを確認している。

建家等は設置から30年程度であり、一般的に40年以上とされているコンクリートの耐用

年数を超えるものではない。しかしながら、2011年の東北地方太平洋沖地震を受け、2012

年度及び2013年度に補修工事を行い、建家等の健全性を維持している。  

 

 

 

 

 

 

また、2016年度には建家等の劣化状況調査として変形、亀裂、傾斜等がないことを確

認するとともに、鉄筋コンクリート構造物の維持保全を考える上で基礎的な指標となる

中性化深さJIS A 1152：2011「コンクリートの中性化深さの測定方法」に準拠した鉄筋

コンクリートの中性化深さ等の調査を行い、鉄筋コンクリートの健全性が確保されてい

ることを確認している。 

中性化深さについては、以下に示す「岸谷式中性化速度式」（６）により現在（2023年１

月）及び10年後（2033年１月）の中性化深さを評価した。 

Ｃ＝α・β・  

ここで、 

Ｃ:中性化深さの推定値（cm） 

α:環境条件による係数＝1.7 

β:仕上材による係数＝1.0 

2.2 設備機器の経年変化に関する評価 

安全機能を有する構築物、系統及び機器＊のうち補修・取替えによる経年劣化対策が容

易でないものとして、建家（実験棟Ａ及びＢ）、炉室（Ｓ）（以下「建家等」という。）

のコンクリート劣化、構造材劣化について、経年変化に関する評価を行う。また、原子

炉運転中に中性子の照射を受ける炉室（Ｓ）については、中性子照射によるコンクリー

ト劣化についても評価を行う。 

 

2.2.1 コンクリート劣化、構造材劣化 

対象設備：建家等（建家（実験棟Ａ及びＢ）、炉室（Ｓ）） 

 

1)使用状況 

建家等で考慮すべき経年変化はコンクリート及び鉄筋の劣化である。建家等は設置か

ら約30年が経過している。 

建家等については、2011年の東北地方太平洋沖地震の後の2012年度及び2013年度に補

修工事を行っている。また、2016年度には耐震改修設計のための調査を行っている。さ

らに、2018年には耐震性を向上させるため、耐震スリットを設ける工事を行っている。 

 

2)調査結果 

建家等は定期的な検査等における外観検査において、異常がないことを確認している。

建家等は設置から30年程度であり、一般的に40年以上とされているコンクリートの耐用

年数を超えるものではない。しかしながら、2011年の東北地方太平洋沖地震を受け、2012

年度及び2013年度に補修工事を行い、建家等の健全性を維持している。 

上記のとおり、外観にひび割れ等の異常がないことを確認していることに加え、外壁

表面には仕上げ材が施工されていること、ＳＴＡＣＹのコンクリートの施工時期がアル

カリ量及び塩化物量の規制に係るJIS改正（1986年）後の1989年～1992年であり、品質管

理されたレディーミクストコンクリートを使用していることを総合的に勘案し、アルカ

リ骨材反応、塩害及び腐食については保全活動により健全性が維持されていると評価し

た。 

また、2016年度には建家等の劣化状況調査として変形、亀裂、傾斜等がないことを確

認するとともに、鉄筋コンクリート構造物の維持保全を考える上で基礎的な指標となる

中性化深さJIS A 1152：2011「コンクリートの中性化深さの測定方法」に準拠した鉄筋

コンクリートの中性化深さ等の調査を行い、鉄筋コンクリートの健全性が確保されてい

ることを確認している。 

中性化深さについては、以下に示す「岸谷式中性化速度式」（６）により現在（2023年１

月）及び10年後（2033年１月）の中性化深さを評価した。 

Ｃ＝α・β・  

ここで、 

Ｃ:中性化深さの推定値（cm） 

α:環境条件による係数＝1.7 

β:仕上材による係数＝1.0 

 

 

 

 

 

評価実施計画改定

に伴う評価対象設

備の見直し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

考慮した事象の明

確化 
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修 正 前 修 正 後 備 考 

ｘ:水セメント比／100＝0.6 

Ｒ:中性化比率＝1.0 

ｙ:設置からの経過年数（年） 

評価の結果、最も厳しい結果となった、仕上材が施工されていないコンクリート打ち

放しの部位（実験棟Ａ炉室上部）の中性化深さの推定値が2016年の時点において31.0㎜

であり、設置後約30年が経過した2023年1月現在で35.1㎜、設置後約40年が経過する2033

年1月には40.4㎜の深さまで進展するおそれがあることを確認した。しかしながら、当該

箇所のコンクリートのかぶり厚さは60㎜であり、設置後約40年が経過しても健全性は維

持されることを確認した。なお、2016年に実施した中性化深さの実測値は推定値の74％

であり、推定値は実測値に対して保守的な評価となっていることから、実際には、よ

り裕度があるものと推定される。 

 

3)評価 

2012年度及び2013年度に補修工事を実施していること、定期的な検査等における外観

検査において異常がないことを確認していること及びコンクリートの劣化調査並びに劣

化の評価結果から、現在の管理を継続することで今後10年間も建家等の健全性は維持さ

れ、長期的に安全機能を維持できることを確認した。 

 

2.2.2 中性子照射によるコンクリートの劣化 

対象設備：炉室（Ｓ） 

1)使用状況 

炉室（Ｓ）の壁、床及び天井はＳＴＡＣＹの原子炉運転中、炉心から発生する中性子

の照射を受ける。炉心から最も近い位置にあるコンクリートまでの距離は約2.5mである。 

これまでのＳＴＡＣＹ運転による総積算出力は約5.2 kW･hである。この積算出力から

見積もられる総核分裂数は約5.85×1017、総発生中性子数は約1.46×1018 である。 

 

2)調査結果 

炉室（Ｓ）内の中性子照射量の評価を行った結果、約7.2×1014 n/cm2であり、中性子

照射によりコンクリートの劣化の兆候が確認される1×1019 n/cm2（４）に対して十分な裕度

があることを確認した。評価に当たっては、保守的な設定として炉心内の燃料被覆管の

位置における中性子束をMVP2（７）及びJENDL-3.3（８）を用いて計算し、その中性子束によ

り炉室（Ｓ）の壁が照射されると仮定した。 

また、上記評価と同様の保守的な条件において、今後10年間、ＳＴＡＣＹの最大年間

出力３kW･hで運転を行ったと仮定しても、中性子照射量は4.2×1015 n/cm2であり、中性

子照射によりコンクリートが劣化し、強度が低下するおそれはない。 

 

 

3)評価 

これまでの運転による炉室（Ｓ）の中性子照射量を評価し、保守的な評価をしてもコ

ンクリートが劣化しないことを確認した。また、今後10年間の保守的な条件下での運転

を行っても、その中性子照射量はコンクリートを劣化させるものではなく、強度が低下

ｘ:水セメント比／100＝0.6 

Ｒ:中性化比率＝1.0 

ｙ:設置からの経過年数（年） 

評価の結果、最も厳しい結果となった、仕上材が施工されていないコンクリート打ち

放しの部位（実験棟Ａ炉室上部：熱源近傍のため温度高、人の立入り頻度高）の中性化

深さの推定値が2016年の時点において31.0㎜であり、設置後約30年が経過した2023年1月

現在で35.1㎜、設置後約40年が経過する2033年1月には40.4㎜の深さまで進展するおそれ

があることを確認した。しかしながら、当該箇所のコンクリートのかぶり厚さは60㎜で

あり、設置後約40年が経過しても健全性は維持されることを確認した。なお、2016年に

実施した中性化深さの実測値は推定値の74％であり、推定値は実測値に対して保守的

な評価となっていることから、実際には、より裕度があるものと推定される。 

 

3)評価 

2012年度及び2013年度に補修工事を実施していること、定期的な検査等における外観

検査において異常がないことを確認していること及びコンクリートの劣化調査並びに劣

化の評価結果から、現在の管理を継続することで今後10年間も建家等の健全性は維持さ

れ、長期的に安全機能を維持できることを確認した。 

 

2.2.2 中性子照射によるコンクリートの劣化 

対象設備：炉室（Ｓ） 

1)使用状況 

炉室（Ｓ）の壁、床及び天井はＳＴＡＣＹの原子炉運転中、炉心から発生する中性子

の照射を受ける。炉心から最も近い位置にあるコンクリートまでの距離は約2.5mである。 

これまでのＳＴＡＣＹ運転による総積算出力は約5.2 kW･hである。この積算出力から

見積もられる総核分裂数は約5.85×1017、総発生中性子数は約1.46×1018 である。 

 

2)調査結果 

炉室（Ｓ）内の中性子照射量の評価を行った結果、約7.2×1014 n/cm2であり、中性子

照射によりコンクリートの劣化の兆候が確認される1×1019 n/cm2（４）及び鉄筋の劣化の兆

候が確認される1×1018 n/cm2（１）に対して十分な裕度があることを確認した。評価に当た

っては、保守的な設定として炉心内の燃料被覆管の位置における中性子束をMVP2（７）及び

JENDL-3.3（８）を用いて計算し、その中性子束により炉室（Ｓ）の壁が照射されると仮定

した。 

また、上記評価と同様の保守的な条件において、今後10年間、ＳＴＡＣＹの最大年間

出力３kW･hで運転を行ったと仮定しても、中性子照射量は4.2×1015 n/cm2であり、中性

子照射によりコンクリート及び鉄筋が劣化し、強度が低下するおそれはない。 

 

3)評価 

これまでの運転による炉室（Ｓ）の中性子照射量を評価し、保守的な評価をしてもコ

ンクリート及び鉄筋が劣化しないことを確認した。また、今後10年間の保守的な条件下

での運転を行っても、その中性子照射量はコンクリート及び鉄筋を劣化させるものでは
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鉄筋の劣化評価の明
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修 正 前 修 正 後 備 考 

するおそれはないことから、長期的に安全機能を維持できることを確認した。 

 

 

３．今後の高経年化対策 

今回実施した施設定期評価における高経年化に関する評価結果より、長期施設管理方

針を策定した。 

 

3.1 保守点検及び経年変化に関する評価結果 

保全活動の実績を調査した結果、点検・保守、交換等が確実に行われていることを確

認した。これらの活動においては、想定される経年変化事象の状態を把握し、劣化が進

展した箇所について適切に交換・更新を実施するとともに、予防保全の観点からも部品

の交換又は補修を実施する等、設備の健全性を維持するための取組みが確実に行われて

いることを確認した。 

以上のことから、評価対象期間における保全活動内容は妥当であると評価する。 

設備機器の経年変化に関する評価については、安全機能を有する構築物、系統及び機

器のうち、補修、取替えが容易でないものについて、構造、使用材料、使用条件等を考

慮して抽出した経年変化事象に対して実施した保守点検の実績等を考慮し、10 年後の経

年変化による健全性評価を実施した。 

評価の結果、10 年後も健全性が維持される見込みであり、長期健全性が確保されるこ

とを確認した。 

 

3.2 長期施設管理方針 

（始期：2023 年９月 13日、適用期間：10年間） 

高経年化に関する評価の結果、高経年化対策として充実すべき施設管理の項目はない。 
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維持される見込みであることを確認した。 

これらの評価に基づき、ＳＴＡＣＹの今後 10 年間の長期施設管理方針を策定した。

今後とも定期的な検査等（定期事業者検査、自主検査、保守・点検等）による保全活動

を行い、設備の健全性の維持に努める。 
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